
（平成２２年３月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認福井地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

福井厚生年金 事案 253 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡにおける資格喪失日に係る

記録を平成６年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 53 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年３月 31日から同年４月１日まで 

社会保険庁（当時）から郵送されてきた「ねんきん特別便」の年金記

録を見たところ、Ａ（現在は、Ｂ）における私の厚生年金保険被保険者

の資格喪失日が平成６年３月 31日となっていることが分かった。 

私は、平成６年３月 31 日付けでＡを退職し、翌日（平成６年４月１

日）から次の機関で勤務したので、私の年金記録に空白期間が生じない

よう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂから提出された労働者名簿により、申立人がＡに平成６年３月 31 日ま

で継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｂは、「申立人に関して労働者名簿以外の申立期間当時の資料は

残っていないが、保険料控除については、従来より当月控除方式であり、

毎月 25 日に支払われる給与から当月分の厚生年金保険料を控除してい

た。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡにおける平成６

年２月のオンライン記録から、53万円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、届出誤りを認めていることから、当該オンライン記録

どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る平成６年３月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

福井厚生年金 事案 254 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡにおける資格喪失日に係る

記録を平成９年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 59 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年３月 31日から同年４月 1日まで 

社会保険庁（当時）から郵送されてきた「ねんきん特別便」の年金記

録を見たところ、Ａ（現在は、Ｂ）における私の厚生年金保険被保険者

の資格喪失日が平成９年３月 31日となっていることが分かった。 

私は、平成９年３月 31 日付けでＡを退職し、翌日（平成９年４月１

日）から次の機関で勤務したので、私の年金記録に空白期間が生じない

よう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂから提出された労働者名簿により、申立人がＡに平成９年３月 31 日ま

で継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｂは、「申立人に関して労働者名簿以外の申立期間当時の資料は

残っていないが、保険料控除については、従来より当月控除方式であり、

毎月 25 日に支払われる給与から当月分の厚生年金保険料を控除してい

た。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡにおける平成９

年２月のオンライン記録から、59万円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、届出誤りを認めていることから、当該オンライン記録

どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る平成９年３月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

福井厚生年金 事案 255 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡにおける資格喪失日に係る

記録を平成９年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 59 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年３月 31日から同年４月１日まで 

社会保険庁（当時）から郵送されてきた「ねんきん特別便」の年金記

録を見たところ、Ａ（現在は、Ｂ）における私の厚生年金保険被保険者

の資格喪失日が平成９年３月 31日となっていることが分かった。 

私は、平成９年３月 31 日付けでＡを退職し、翌日（平成９年４月１

日）から次の機関で勤務したので、私の年金記録に空白期間が生じない

よう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂから提出された労働者名簿により、申立人がＡに平成９年３月 31 日ま

で継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｂは、「申立人に関して労働者名簿以外の申立期間当時の資料は

残っていないが、保険料控除については、従来より当月控除方式であり、

毎月 25 日に支払われる給与から当月分の厚生年金保険料を控除してい

た。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡにおける平成９

年２月のオンライン記録から、59万円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、届出誤りを認めていることから、当該オンライン記録

どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る平成９年３月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

福井厚生年金 事案 256 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡにおける資格喪失日に係る

記録を平成 13 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 62 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年３月 31日から同年４月１日まで 

社会保険庁（当時）から郵送されてきた「ねんきん特別便」の年金記

録を見たところ、Ａ（現在は、Ｂ）における私の厚生年金保険被保険者

の資格喪失日が平成 13年３月 31日となっていることが分かった。 

私は、平成 13 年３月 31 日付けでＡを退職し、翌日（平成 13 年４月

１日）から次の機関で勤務したので、私の年金記録に空白期間が生じな

いよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂから提出された労働者名簿及び給与明細書により、申立人は、Ａに平

成 13 年３月 31 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡにおける平成 13

年２月のオンライン記録及び給与明細書の保険料控除額から、62 万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、届出誤りを認めていることから、当該オンライン記録

どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る平成 13 年３月の保険料について納入の告知を行っておらず



                      

  

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

福井厚生年金 事案 257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡにおける資格喪失日に係る

記録を平成 13 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 62 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏     名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住     所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年４月 30日から同年５月１日まで 

社会保険庁（当時）から郵送されてきた「ねんきん特別便」の年金記

録を見たところ、Ａ（現在は、Ｂ）における私の厚生年金保険被保険者

の資格喪失日が平成 13年４月 30日となっていることが分かった。 

私は、平成 13 年４月 30 日付けでＡを退職し、翌日（平成 13 年５月

１日）から次の機関で勤務したので、私の年金記録に空白期間が生じな

いよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂから提出された労働者名簿及び給与明細書により、申立人は、Ａに平

成 13 年４月 30 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡにおける平成 13

年３月のオンライン記録及び給与明細書の保険料控除額から、62 万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、届出誤りを認めていることから、当該オンライン記録

どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る平成 13 年４月の保険料について納入の告知を行っておらず



                      

  

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

福井厚生年金 事案 258 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡにおける資格喪失日に係る

記録を昭和 62 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 47 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年３月 28日から同年４月１日まで 

社会保険庁（当時）から郵送されてきた「ねんきん特別便」の年金記

録を見たところ、Ａ（現在は、Ｂ）における私の厚生年金保険被保険者

の資格喪失日が昭和 62年３月 28日となっていることが分かった。 

私は、昭和 62 年３月 31 日付けでＡを退職し、翌日（昭和 62 年４月

１日）から次の機関で勤務したので、私の年金記録に空白期間が生じな

いよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂから提出された労働者名簿により、申立人がＡに昭和 62 年３月 31 日

まで継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｂは、「申立人に関して労働者名簿以外の申立期間当時の資料は

残っていないが、保険料控除については、従来より当月控除方式であり、

毎月 25 日に支払われる給与から当月分の厚生年金保険料を控除してい

た。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡにおける昭和 62

年２月の社会保険事務所の記録から、47万円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、届出誤りを認めていることから、当該社会保険事務所

（当時）の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る昭和 62 年３月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



                      

  

福井厚生年金 事案 259 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡにおける資格喪失日に係る

記録を平成２年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 53 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年３月 31日から同年４月１日まで 

社会保険庁（当時）から郵送されてきた「ねんきん特別便」の年金記

録を見たところ、Ａ（現在は、Ｂ）における私の厚生年金保険被保険者

の資格喪失日が平成２年３月 31日となっていることが分かった。 

私は、平成２年３月 31 日付けでＡを退職し、翌日（平成２年４月１

日）から次の機関で勤務したので、私の年金記録に空白期間が生じない

よう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂから提出された労働者名簿により、申立人がＡに平成２年３月 31 日ま

で継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｂは、「申立人に関して労働者名簿以外の申立期間当時の資料は

残っていないが、保険料控除については、従来より当月控除方式であり、

毎月 25 日に支払われる給与から当月分の厚生年金保険料を控除してい

た。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡにおける平成２

年２月のオンライン記録から、53万円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、届出誤りを認めていることから、当該オンライン記録

どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る平成２年３月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

福井厚生年金 事案 260 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡにおける資格喪失日に係る

記録を昭和 62 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 47 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年３月 28日から同年４月１日まで 

社会保険庁（当時）から郵送されてきた「ねんきん特別便」の年金記

録を見たところ、Ａ（現在は、Ｂ）における私の厚生年金保険被保険者

の資格喪失日が昭和 62年３月 28日となっていることが分かった。 

私は、昭和 62 年３月 31 日付けでＡを退職し、翌日（昭和 62 年４月

１日）から次の機関で勤務したので、私の年金記録に空白期間が生じな

いよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂから提出された労働者名簿により、申立人がＡに昭和 62 年３月 31 日

まで継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｂは、「申立人に関して労働者名簿以外の申立期間当時の資料は

残っていないが、保険料控除については、従来より当月控除方式であり、

毎月 25 日に支払われる給与から当月分の厚生年金保険料を控除してい

た。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡにおける昭和 62

年２月の社会保険事務所の記録から、47万円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、届出誤りを認めていることから、当該社会保険事務所

（当時）の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る昭和 62 年３月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



                      

  

福井厚生年金 事案 261 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡにおける資格喪失日に係る

記録を昭和 60 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 41 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年３月 30日から同年４月１日まで 

社会保険庁（当時）から郵送されてきた「ねんきん特別便」の年金記

録を見たところ、Ａ（現在は、Ｂ）における私の厚生年金保険被保険者

の資格喪失日が昭和 60年３月 30日となっていることが分かった。 

私は、昭和 60 年３月 31 日付けでＡを退職し、翌日（昭和 60 年４月

１日）から次の機関で勤務したので、私の年金記録に空白期間が生じな

いよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂから提出された労働者名簿により、申立人がＡに昭和 60 年３月 31 日

まで継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｂは、「申立人に関して労働者名簿以外の申立期間当時の資料は

残っていないが、保険料控除については、従来より当月控除方式であり、

毎月 25 日に支払われる給与から当月分の厚生年金保険料を控除してい

た。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡにおける昭和 60

年２月の社会保険事務所の記録から、41万円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、届出誤りを認めていることから、当該社会保険事務所

（当時）の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る昭和 60 年３月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



                      

  

福井国民年金 事案 185 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年８月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月から 49年３月まで 

ねんきん特別便の年金記録を見たところ、昭和 44 年８月から 49 年３

月まで国民年金保険料が未納となっていることが分かった。 

私は、高校卒業の昭和 43 年４月からＡで勤務していたが、Ａでは厚

生年金保険に加入していなかったので、20 歳に到達したとき、父親と相

談して国民年金に加入することを決めた。 

私の国民年金の加入手続や国民年金保険料の納付は父親が行っていた

が、昭和 49 年４月以降の国民年金保険料に未納が無いことから、44 年

８月から 49 年３月までの国民年金保険料についても納付していたはず

であるので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 49 年８月ころに払い出されてお

り、20 歳に到達する 44 年＊月＊日にさかのぼって資格取得したことが確

認できる。この払出日を前提に納付方法をみると、申立期間は、現年度保

険料の納付方法では国民年金保険料を納付することができず、特例納付又

は過年度納付により納付することとなるが、申立人からはこれらの納付方

法に関しての具体的な申立てが無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、父親が申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間

に係る国民年金保険料を納付していたと主張しているが、オンライン記録、

特殊台帳及び市の国民年金被保険者納付記録票（電算記録）をみると、申

立期間はすべて未納となっており、行政機関の記録管理に不自然な点はみ



                      

  

られない。 

さらに、申立人の国民年金の加入手続及び保険料を納付していた父親は、

平成 10 年に亡くなっており、申立人自身は直接関与していないため、申立

期間当時の国民年金保険料の納付状況等については不明である。 

加えて、申立人の父親及び申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

  

福井厚生年金 事案 262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年３月から 27年２月まで 

社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入した事実が無い旨の回答を受けた。 

私は、中学校を卒業した昭和 26 年３月にＡ株式会社に就職し、27 年

２月に同社を退職するまで継続して勤務しており、保険料も毎月控除さ

れていたと思うので、申立期間について厚生年金保険被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社における仕事内容等を詳細に記憶していることか

ら、期間は明らかでないが、当該事業所で勤務していたものと推認するこ

とができる。 

しかし、当該事業所は、昭和 43 年６月 30 日付けで厚生年金保険の適用

事業所でなくなっており、当時の事業主も既に死亡していることから、申

立人の申立期間当時の勤務実態や厚生年金保険の適用状況について確認す

ることができなかった。 

また、申立人は、「申立期間当時、当該事業所に 10 名前後の従業員が勤

務していた。」と供述しているが、健康保険厚生年金保険被保険者名簿を

みると、申立期間当時、当該事業所における厚生年金保険被保険者数は、

５名前後であることが確認できる。 

さらに、申立期間当時に厚生年金保険の加入記録がある同僚 11 名のうち、

住所が確認できた３名に対してアンケートを実施したところ、２名から回

答があり、このうち１名は、「申立期間当時、従業員の中には、将来の年



                      

  

金より毎月の給料手取額が多い方を望み厚生年金保険に加入しない従業員

がいた。」と供述している。 

加えて、申立人が名前を挙げた同僚２名については、当該事業所におけ

る厚生年金保険の加入記録が見当たらないことから、申立期間当時、当該

事業所では、一部の従業員について厚生年金保険の加入手続を行わなかっ

た状況がうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


